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1．はじめに
日本経済史研究において，農業部門における雇用労働の存在形態の解明
が，一つの焦点となった時期がある。1930年代の日本資本主義論争に端を
発し，1950―60年代に隆盛を見せた幕末経済史研究において，?商業的農
業」の発達による農業部門の資本主義化――ブルジョワ的分解――如何
は，?日本資本主義」の性格を問う上での中心的な問題であった。その重
要なメルクマールが，?自由」な労働者の析出の有無であり，農業雇用労
働の形態は，多くの関心を集める研究領域をなしていたのである??。
しかしその帰結――近代日本における地主制の展開過程――が明らかに
なるにつれ，イギリスの経験を念頭に置いた「農業の資本主義化」像との
相違は否定しがたいこととなった。事実として，日本農業の基盤をなすの
は，家族労働による「小農」であったからである。農業部門では，むしろ
雇用労働者数の相対的な小ささが強調されるようになり，農業労働者の存
在形態への関心は減退した。
一方，農業雇用に関する賃金データは，その後も日本経済・経済史研究
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＊ 本稿作成にあたって，尾高煌之助，斎藤修，馬徳斌の諸氏から多くの有益なコメントを得
た。記して謝意を表したい。ただしありうるべき誤りは，すべて筆者の責任である。
1）関連する研究は多いが，代表例として市川孝正他（1961）のみを挙げておく。
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｜ ｜近世畿内農村の一，二の事例 ｜ ｜?
において，しばしば重要な役割を果たしてきた。南亮進（1970）は，農業
年雇の賃金を農家所得の代理変数とし，それが農業部門の限界労働生産性
を上回ることから，第二次世界大戦前の農業部門における「過剰労働力」
の存在を指摘している。斎藤修（1998）による３世紀に及ぶ賃金変動の分
析は，農業賃金系列を一つの柱としていた。農業史においても，農業雇用
賃金上昇との関連で小作争議の発生要因が議論されている（暉峻衆三
〔1970〕，西田美昭〔1997〕)。単純化するならば，?雇用賃金」の重用と，
?雇用形態」への関心の希薄化が並行したのが，近年の「農業雇用労働」
への関心の在り様の特徴ではないかと思われる。
そうした研究状況の中で，改めて「農業雇用労働」の「質」的側面への
関心を示したのが，尾高煌之助（2004）であったといえよう。同論文の直
接の課題は，農業部門における「過剰労働」(全部雇用）の存在如何を，
農業賃金と「限界労働生産性」の一致ないしは不一致から推論することで
ある。上記の整理でいえば，後者の研究関心の上にあり，手法としても南
亮進（1970）を継承している。尾高の貢献は，同様の作業を，朝鮮，台
湾，フィリピン，タイに関しても行い，国別の比較の中から，?全部雇用」
の存在と，農業雇用における限界原理成立如何との関係に相違がみられる
ことを示したことにある。?完全雇用の実現のために必要とされるよりも
はるかに多くの労働供給量が存在」(305頁）したと考えられる工業化初期
の日本，朝鮮では，農業雇用賃金は農業部門の限界労働生産性を上回り，
平均労働生産性とおよそ等しい水準で推移した。これに対して，同様の状
況下にあると考えられる台湾，フィリピン，タイでは，農業雇用賃金と限
界労働生産性はほぼ等しかったと見られる。この「事実発見」から，尾高
は「問題の根幹は，結局，広い意味での家族のあり方にかかわってくる」
(302頁）のであり，?労働にかんする限界生産力説の成立は，その経済社
会に『全部雇用』的現象が見られないための条件ではない」(306頁）とす
る。その上で，?雇用形態，賃金契約，現物給与，賄，などの関連諸概念
の経済学的意味を，それぞれの史的文脈のなかで明らかにし，論理づける
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作業の重要性」(306頁）が提起されるのである。
筆者は，この問題提起は日本経済史研究の課題の一つを明示したもので
あると考えている。新たにこの課題に取り組む準備は現在の筆者には備わ
っていないが，これまで瞥見した史料群には，農業雇用労働に関する情報
を含むものがある。その中から一，二の事例を挙げ，農業雇用労働に関す
る事実認識に若干の寄与を行うことを本稿の目的としたい。
2．?年雇」労働の位置―19世紀中葉・和泉地方の事例
前述のように，尾高（2004）は，第二次世界大戦前の日本農業におい
て，賃金が平均労働生産性に等しかったとした。ここでの賃金には，?年
雇賃金」が取られている。そこから，農業経営者は，収益極大化原理に基
づき限界労働生産性に見合った賃金で年雇農業労働者を雇い入れていたの
ではなく，?コミュニティ原理（一種の社会福祉原理)」(283頁）によって
就業機会を与え，限界労働生産性以上の賃金を，?平等主義」ないしは
「平均原理」に則って給していたとの解釈が与えられている。以下は，そ
のイメージを具体的に示したものといえよう。
戦前日本の農村で「年雇」と呼ばれた雇用形態は，たしかに「雇い
入れ」ではあるが，擬似家族構成員の一種と解釈するのがよいのでは
なかろうか。事実，雇主の側では賃金を払っているつもりはない。わ
ずかの現金を手渡すけれども，それは賃金ではなく「小遣い」であ
る。食事，衣服，住居スペースは，経済学的にいえば現物給与である
けれども，主人の側は「食わせてやっている」とは思っても，?払っ
ている」とは思うまい。つまり，意識上の限界費用は（ほとんど）ゼ
ロで当然なのである（尾高〔2004〕，302頁)。
本節では，この雇用主側のイメージの妥当性について，天保期（19世紀
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中葉）の和泉地方（現大阪府南部）の事例をもとに若干の考察を行いた
い。依拠するのは，当地の支配権力による就業調査と考えられる「村方作
付反別諸業取調帳」??である。ここには，①経営面積（所有地および小作
地)，②農業以外の就業状況，③家族人数，④奉公人の雇用と放出が，村
内全戸について書き上げられており，情報量豊かな史料として，これまで
の研究でもしばしば取り上げられてきた??。本稿では，これらの情報を組
み合わせることで，奉公人を雇用する側と，放出する側の事情を垣間見る
こととしたい。対象とするのは，比較的戸数が多く，?奉公人」を雇用す
る世帯が二桁存在した宇多大津，下石津および大鳥の３ヵ村の調査書であ
る??。
なお，本節では，非農業労働であることが明確な「賃織奉公」の類を除
く「奉公」を，?奉公人」とした。たとえば，宇多大津村・清吉組下左兵
衛を当主とする世帯の放出奉公人（庄助）に関する記載例は，以下の通り
である??。
庄助儀，当村権右衛門方江当卯年給銀百匁ニ而奉公仕候
見られるように，?奉公人」の雇用形準は「年雇」(ないしはそれに準ず
る形態）であり，日雇的な雇用形態とは区別される。また表１によれば，
性別の判明する宇多大津村において，通常，家事奉公人とは見なしがたい
男性「奉公人」数が，女性奉公人数を大きく上回っていた。一戸あたりの
奉公人数などからみて，下石津，大鳥の奉公人の構成が宇多大津と大きく
違うとは見なしがたいので，この両村もふくめ，これらの「奉公人」数を
2）史料の名称は，村および調査年によって若干異なる場合がある（?作附反別其外取調書上帳」
など)。
3）同史料およびそれを用いた諸研究については，谷本雅之（1998）第４章を参照。
4）調査書の書式は，宇多大津村と下石津村，大鳥村では若干の相違があり，家族労働人数のも
ととなったのは，前者は15歳以上60歳以下の人数，後者は「稼人」と表現された人数であ
る。
5）谷本（1998）203-4頁。
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農業年雇労働者数の概数とみなすことは許されるであろう。
表１A欄によれば，奉公人を雇用する世帯と放出する世帯が，いずれ
の村でもそれぞれ農家世帯??の20％前後の割合で存在した。一方，奉公人
表１ 和泉地方の農家と奉公人（19世紀中葉)
宇多大津村(天保14〔1843〕) 戸数 平均経営面積 平均家族数 奉公人(雇用または放出）
奉公人出入りのない世帯 126 66.3 2.77 2.66
10
14
24
26
54
80
1.20
2.00
36
68
104
3.52
3.09
1.99
7.19
15.3
18.4
29
35
190
279
奉公人放出世帯
奉公人雇用世帯
小計
全戸数
下石津村（天保14〔1843〕)
奉公人出入りのない世帯
奉公人放出世帯
奉公人雇用世帯
小計
全戸数
大鳥村（嘉永７〔1854〕）
115
34
40
189
293
60.8
18.0
21.2
4.15
3.78
9.49
2.63
2.68
2.78
59
86
145
1.74
2.15
1.65
1.69
28
27
55
2.51
2.18
2.63
4.55
3.96
10.71
58.8
21.3
20.0
47
17
16
80
126
奉公人出入りのない世帯
奉公人放出世帯
奉公人雇用世帯
小計
全戸数
B
奉公人出入りのない世帯
奉公人放出世帯
奉公人雇用世帯
出所）『泉大津市史』第３巻，史料編Ⅱ（1986年)，『堺市史・続編』第４巻（1973年）ほか。
注）宇多大津村の家族数は15-60歳，その他は「稼人」。
無耕作の世帯は除いた。奉公人放出世帯の家族労働数は放出した家族員を含まない。
宇多大津村
1.05
0.88
1.45
下石津村
1.70
1.44
1.93
大鳥村
1.82
1.73
2.43
宇多大津村
0.68
0.53
0.68
下石津村
0.87
0.62
0.38
大鳥村
0.71
0.77
0.34
A
女(人)男(人)平均(人)計(人)(人)(反)(％)(戸)〔農家世帯類型〕
一人当たり経営面
積／世帯類型別平均 （同／世帯類型別標準偏差）（ ）
6）この３ヵ村には，少なくない数の無耕作世帯（農業経営面積がゼロの世帯）が存在してい
る。本稿では，調査時点で経営面積がゼロではない世帯のみを「農家」とした。無耕作世帯
の内実については，谷本（1998）第４章を参照。
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の数では，雇用，放出とも，大鳥村ではほぼ同数であるが，他の二村では
雇用されている人数の方が多かった。後者の二村は，一戸当たり平均雇用
数も２人以上であり，周辺農村出身者を含め，複数の年雇農業労働者を雇
用するケースが少なくなかったことが窺える。ただし，奉公人数は最も多
い農家でも５人（宇多大津，下石津それぞれに一戸ずつ存在）で，農業大
経営のイメージとは遠い。奉公人数が家族数を上回る経営も少数であっ
た。
以上を踏まえた上で，表１ B欄の「一人当たり経営面積╱世帯類型別
平均」(以下，?一人当たり平均経営面積」）に着目しよう。この数値は，
それぞれの世帯が経営する農地面積を，?家族労働人数」と「奉公人」数
との和によって除し（世帯一人当経営面積)，「奉公人」に関する世帯類
型別に，その平均値をとったものである??。本稿の議論でポイントとなる
のは，村別に見た際の，世帯類型毎の「一人当たり平均経営面積」の差異
である。見られるように，いずれの村においても「奉公人雇用世帯」の
「一人当たり平均経営面積」は相対的に大きかった。その差は，?奉公人放
出世帯」?奉公人出入りのない世帯」の双方にたいして，統計的に有意で
ある??。これに対して，?奉公人放出世帯」と「奉公人出入りのない世帯」
では，?一人当たり平均経営面積」の大小は村によってまちまちで，かつ，
その差は，いずれの村においても，統計的に有意ではなかった??。換言す
れば，?年雇」労働者一人当たりの平均耕作面積は，?奉公人出入りのない
世帯」および「奉公人放出世帯」の家族労働一人当たりの平均耕作面積よ
りも有意に大きかったのである。
7）全体として，宇多大津村の値が他の二村に比して小さいが，これは表１にあるように，後
者二村の世帯当経営面積が大きいことに加え，前注４に述べたように，分母の「家族労働人
数」の内容に差があるためである。換言すれば，表１における宇多大津村の家族労働数は，
他の二村に比して幾分，過大に見積もられていることになる。なお，?家族労働人数」には
放出された年雇奉公人は含まれていない。
8）T検定の結果は，下石津村の「奉公人雇用世帯」と「奉公人出入りのない世帯」間の差が
５％水準，その他は１％水準で有意であった。
9）その差は，三村ともに，５％水準で有意ではない。
240
では，この一人当たり耕作面積の差を，一人当たり生産高に読み替える
ことが出来るだろうか。面積当たり収量が，世帯類型によって大きく影響
されなければ，それは可能である。もっとも，生産量に関するデータを含
まない「村方作付反別諸業取調帳」からは，このことを直接確かめること
は出来ない。しかし，表１から「奉公人雇用世帯」の「平均経営面積」は
他の二つの世帯類型を上回り，一町前後であったことが確認できる。これ
らの農家経営が，相対的に粗放的な経営によって，他の世帯類型よりも反
収が低かったことは想定しにくい。事実，明治期の和泉地方の農家経済調
査データによれば（表２)，常雇４人を要する「自作地主」が最も反当り
労働投下量が多かった。?奉公人雇用世帯」の経営面積当たりの生産高が，
他の世帯類型よりも有意に小さいと見ることは，現実的ではないだろう。
以下本稿では，?一人当たり平均経営面積」が一人当たり生産高の代理指
標であると仮定して論を進めることとする。
この仮定に立脚するならば，表１は，?年雇」労働者一人当たりの生産
高が，?奉公人雇用世帯」以外に属する家族労働一人当たりの生産高を上
回った事実を示している。それは，?奉公人雇用世帯」の家族労働と年雇
労働者の「人数」ではかった平均労働生産性が，その他の世帯類型のそれ
を上回ったことを意味する。作付けられた作物が同じであれば（生産技術
の体系が等しければ)，限界労働生産性も同様に前者が相対的に大きいだ
ろう。そうであるならば，農業部門内では大きな比重を占めない「奉公人
表２ 和泉地方・農家経営の比較（1900年前後)
経営
面積
(反)
農業労働
投入量
(人手)
858.0
239.4
411.0
22.775
7.26
12.91
?自作地主」(14番・泉北1901年)
「小作」(15番･泉北1901年)
「自作」(16番･泉南1899年)
出所）?農家経済調査」(和泉文化研究会編『和泉史料叢書・農事調査書』1968年)。
注）?人手」は一人一日の作業。
面積当たり
労働投入
(人手)
農業従事常雇 農業従事家族 家族数15-60歳
37.67 3
32.98
31.84
1
2
12
1
1 2
2
1
1
1
男
(人)
男
(人)
男
(人)
女
(人)
女
(人)
女
(人)
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雇用世帯」の限界労働生産性が，農業部門全体について算出される限界労
働生産性を上回り，むしろその平均労働生産性に近い水準として現れるこ
とも十分考えられる。その場合，?奉公人雇用世帯」がその農家にとって
の限界労働生産性に等しい賃金を支払っていたとしても，その水準は，農
業部門全体の平均労働生産性に近いものとなる。雇用者側の行動に，?コ
ミュニティ原理（一種の社会福祉原理)」を想定する必要はなくなるので
ある。
しかし，?奉公人雇用世帯」が限界原理に則っていたとすれば，なぜ，
?年雇」労働者の賃金水準は，奉公人を放出する側の農家の限界労働生産
性のレベルにまで下がらないのだろうか。この問題局面において，?コミ
ュニティ原理（一種の社会福祉原理)」は，有力な説明原理となる可能性
を有している。奉公人放出農家において，収益が世帯員間に「平等」に分
配されるならば，各構成員の所得は当該農家の平均労働生産性に一致し，
限界労働生産性を上回る。その場合，奉公人としての最低供給価格は農家
の平均労働生産性となり，相対的に高水準の「奉公人雇用世帯」の限界労
働生産性とも釣り合う可能性がある。図式化すれば，?年雇賃金＝奉公人
放出農家の平均労働生産性＝奉公人雇用農家の限界労働生産性」となる。
?単純労働の留保賃金＝農業の平均労働生産性＝非農の限界労働生産性」
の成立が，農業部門における過剰労働力の存在証明であったとすれば???，
農業部門内で過剰労働力を抱えていたのは，奉公人を雇用する農家ではな
く，それ以外の，相対的に経営規模の小さな農家であった。?コミュニテ
ィ原理」が機能したとすれば，それはこれらの農家世帯の内部においてで
あったといえよう。
しかし，以上の解釈にも問題が残っている。当該農家の限界労働生産性
を上回る賃金が外部から提示されれば，自家の農業ではなく，その就業機
会に労働力を振り向けた方が，世帯員全体の稼ぎ出す所得の和は大きくな
10）野田孜による定式化。引用は尾高（2004）284頁による。
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る。その所得を平等に分配するならば，構成員各人の所得水準は上昇する
わけであるから，農家世帯の行動原理が「コミュニティ原理」にあったと
しても，当該農家の限界労働生産性が奉公人供給価格となる可能性はあ
る。?年雇」賃金が奉公人放出農家の限界労働生産性から上方に剥離して
いたとすれば，その可能性が現実化しがたい理由が明らかにされなければ
ならない。
ここに，雇用形態の問題が浮上してくる。?年雇」労働は，住み込み形
態を標準とする，農家労働力の一年間を通しての丸ごとの放出であった。
その雇用形態の特質が，農家の労働力供給を制約したとは考えられないだ
ろうか。
一つの説明は，?コミュニティ原理」と直接かかわる問題である。放出
する世帯員が，生活条件の異なる環境へ拘束されるのであれば，世帯員間
の「平等」な分配の実現が現実には困難となる場合がでてくる。これは
「コミュニティ原理」への抵触となるから，労働力の放出への制約となっ
たかもしれない。
もう一点は，現実の農家世帯員の労働力の投下先が，自家の農業経営の
みではなかったことに着目する議論である。先の表２によれば，「常雇」
雇用農家と常雇のいない農家（自作，小作）では，面積当たりの「人日」
(人数×日数）ではかった労働投入量は等しいか，むしろ「常雇」雇用農
家の方が大きかった。これを表１に援用すると，奉公人雇用農家よりも一
人当たり面積の小さい「それ以外農家」は，?人日」で測った場合，一人
当たりの農業への労働投入は小さくなる。従って，表１において個々の労
働力の労働可能日数に差がなければ，?それ以外農家」の家族労働力には，
農業には投じられていない労働力が含まれていたことになる。それを限界
生産力ゼロの遊休労働力とみるのは，反当り労働投入量が奉公人雇用農家
よりもむしろ少ないとの想定とは整合的ではないだろう。農業に投じられ
ない分は，農業外の就業機会に投じられた可能性が高いのである。
例えば表１の宇多大津村の場合，?余業」＝非農業に従事する世帯は全
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世帯の80％を超えており，その比率は，無耕作の非農業世帯よりも，一定
規模の農業を経営する農家世帯の方が高かった???。また世帯員の生産性
は，所得獲得の局面に限らない。家事労働への労働投下は，世帯員の生活
水準を上昇させる有力な手段である。実際，表２の「自作地主」と「小
作」の労働力構成の比較から，?自作地主」では農業労働の常雇による代
替が進行し，女性家族員が家事労働に専念したこと，それによって世帯内
での家事への労働投下量が増大したことが窺われる。農業への貢献度は低
くとも，必ずしもそれが農家世帯にとって「過剰」な労働力とは言えない
面があったのである。
以上の想定から，?人」で測った場合の農家世帯の限界労働生産性は，
農業部門で算出される限界労働生産性の値よりも，大きかった可能性が示
唆される。そうであれば，労働力供給側の農家世帯が限界原理に則ってい
たとしても，労働力の供給価格が農業部門の限界労働生産性を上回ること
になる。前述のように，?年雇」は，年間を通じて丸ごとの労働力の供給
であったから，単位となるのは「人」ということになる。従って，自家農
業以外の就業機会を想定するならば，限界原理が働いていても，年雇賃金
が奉公人放出農家の農業部門の限界労働生産性を上回る可能性が指摘され
るのである。
では，?人日」で測った場合はどうであろうか。表２のように一定の土
地に対する労働投入量に差がないのであれば，?人日」で測った場合の農
業の限界労働生産性は，奉公人雇用農家と「その他」農家とで等しかった
可能性がある。この場合，両世帯が限界原理に則って行動すれば，賃金は
農業部門の限界労働生産性と一致することになる。ただし，?その他」農
家において農業に投入される「人日」は，一人当たり労働力の想定年間労
働日数に満たなかった。このことは，一定量の自家農業への労働投入と，
家事労働も含めたそれ以外への労働投入との組み合わせが重要となること
11）谷本（1998）第４章参照。農家世帯にとっての余業，副業の重要性については，斎藤修
（1998）および J.P.バッシーノ・馬徳斌・斎藤修（2005）も参照。
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を示している。それが個々の家族労働力にとって，年間を通じた（場合に
よっては一日の間での）労働投入対象の組み合わせとして現われるなら
ば，?年雇」としての被雇用はそこに適合する雇用形態ではなかったこと
になる???。ここに，農業雇用労働のもう一つの形態である「日雇」労働
が，?年雇」とは区別される独自な就業形態として浮上してくる。もっと
も本節で利用した史料からは，農業「日雇」に関するデータは得られな
い。本格的な考察は他日を期したいが，次節では，近世畿内農村における
「日雇」の存在形態について，雇用主側の史料から，若干の史実を示すこ
とにする。
3．?日雇」の働き方――18世紀後半・南山城地方の事例
本節で取り上げるのは，18世紀後半（天明期）に山城国の大庄屋浅田家
（現京都府相楽郡山城町)???が雇用した日雇農業労働者の事例である。同時
期の浅田家は，所有地を小作地として貸し出すとともに，自ら２町歩から
４町歩の農業経営も行っていた。この「手作」経営については，井奥成彦
（1998）が同家の「野方覚」を史料として全般的な検討を加えており，本
節もそこで解明された史実を前提としている。以下では，?日用覚帳」を
もとに，日雇農業労働者の就業状況の特徴について見ておこう。
?日用覚帳」では，?日雇」労働者は日給支払いと「買切作物」と称され
る作業請負の二つの形態に分けられていた。?買切」の作業量は「人手」
12）労働投入が等質なものとして世帯内でプールされた上で，個々の家族員の分担に供されるな
らば，世帯員間で農業労働担当者と非農業労働担当者の分化がおこり，後者が農業限界生産
性と同一の賃金で年雇労働者となることもありうるだろう。しかしここで想定しているの
は，個々の世帯員それぞれが，農業労働とその他の労働に「人日」を割り当てる事態であ
る。農業労働の季節的な変動――農繁期に全世帯員を農業労働に動員する――を想起するな
らば，この想定は現実的であろう。その場合，農業部門の平均労働生産性が限界労働生産性
を上回ることが考えられるから，自家農業の外部に限界生産性と等しい賃金水準の雇用機会
が与えられても，個々の世帯員がそれに専念することは合理的ではない。この点について
は，斎藤（1998)，63-66頁も参照。
13）浅田家については，石井寛治・林玲子編（1998）所収の各論稿を参照。
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を単位としており，賃金支払いもそれに対応するものであった。一人手を
一人一日の作業量とみなせば，天明３（1783）年の場合，およそ100日分
の作業が「買切」形態の日雇労働者によって担われたことになる。これに
対して，同年の日給扱いの日雇労働者の就業日数は550日余りであった。
紙幅の制約から，ここでは後者（以下，日給雇用者と称する）に対象を絞
って見ていこう。
表３は，天明３年「日用覚帳」の日給支払い者29名（一組の男女を含
む）の就業日数を月別にまとめたものである。就業日数では「上ノ」の五
兵衛が突出して200日を上回り，61日の「コナ」の清七が続いている。こ
の両者は，就業日がすべての月にわたり，かつ月別就業日数が，他に比し
てコンスタントである点にも特徴があった。実際，月別変動係数の値は，
五兵衛が最も小さく，清七がそれに次ぐ。この就業行動は，就業日に関す
る独自の契約に基づいたものであったと考えられる。他の日給雇用者の記
録とは異なり，五兵衛の就業日で日給記載のあるのは204日のうち30日，
清七の場合は，ほとんどが就業の記録のみである。これは記帳の欠落では
ない。表４によれば，10月に五兵衛は19日間就業し，そのうち４日につい
て日給の支払いがあったが，日給が支払われるのは，就業日が２日を超え
て連続する場合に限られていた。この点は，他の月についても確かめられ
る。また表示のように，日給支払のある日数を除くと，五兵衛の就業日数
は各月ともに15日前後となった。おそらく五兵衛は，浅田家と一月の半分
の日数を就業する労働契約を結び，その分の報酬を，日給とは異なる形態
で得ていた。その契約では就業日は２日を超えて連続しない。したがっ
て，契約で非就業日となっている３日目の就業には，相応の日給が支払わ
れていたのである。
本稿では，?日割奉公」とも称されるこのような形態に，就業に対する
労働供給側の事情を読み取りたい。200日を越える就業も，一定期間を丸
ごと浅田家が拘束していたわけではなく，他の就業機会との組み合わせを
排除するものにはなっていなかったと考えられる。この就業の自由度は，
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年間就業日が40日以下，一月の就業日数も12日を超えなかった久四郎以下
の日給雇用者にとって，さらに高かったといえよう。日割奉公人が浅田家
の基礎的な日雇労働需要を充足し，残りは27名の日雇労働者が，自らの年
間就業日数の一部を振り向けることによって満たしていたのである。
しかしそれは，日給雇用者が浮動的な労働力であったことを意味してい
るわけではなかった。久四郎のケースでは，日給の支払いは１月１日～４
表４ 五兵衛の就業日(天明３年10月)
就業日 日給支払あり
10月30日
出所）表３と同じ。
10月１日
10月２日
10月３日
10月４日
10月５日
10月６日
10月７日
10月８日
10月９日
10月10日
10月11日
10月12日
10月13日
10月14日
10月15日
10月16日
10月17日
10月18日
10月19日
10月20日
10月21日
10月22日
10月23日
10月24日
10月25日
10月26日
10月27日
10月28日
10月29日
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
●
●
●
●
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月８日間に就業した20日分が４月11日に，４月17日～７月９日間の11日分
は７月12日になされている。10月21日しか就業していない弥介でさえ，支
払いは二ヶ月後の12月26日であった。浅田家と日給雇用者の関係が，一過
性のものではなかったことが窺われる。事実，表５に見られるように，浅
田家の日給雇用者は，就業日数が少なくとも，連年のように雇用される者
表５ 天明３年・浅田家日給雇用者の継続雇用状況
（日）
地字名
トノ
上ノ
コナ
ミトノ
上ノ
ノヒ
角ノ
イソ
イソ
コナ
林
イソ
イソ
コナ
ノヒ
大工
トノ
トノ・ミトノ
トノ・ミトノ
イソ
ミトノ
トノ・ミトノ
伏見･高丁や
角ノ
ミトノ
ノヒ 甚? 1.0
庄九郎 1.0
治郎兵衛 1.0 1.0 3.5
与兵衛 1.0 5.0
利? 1.0 11.0 11.0
定七 1.0 22.0 8.5 13.5
喜七郎 2.0 17.5
りつ 3.0 8.5 33.5 3.0
嘉兵衛 5.0 7.0 14.0 2.0
庄三郎 5.0 3.0 5.5 5.5
弥兵衛 5.0 14.0 9.0 22.0
伊助 7.0 4.0
新? 7.0 10.0 4.5 8.0
伊兵衛 8.0 6.0 3.0 11.0
又七子きり 9.0
平? 12.0 111.5 42.5 3.5
定七 12.0 5.5 5.0 9.5
文七 14.0 6.5
忠吉 15.0
すき 16.0
喜六 27.0 29.5 21.0 19.5
清七 28.0
平助 31.0 21.0 4.0
りよ・七郎兵衛 35.0
久四郎 39.0 46.0 52.0 41.0
清七 61.0 184.0 10.5
五兵衛 204.0 233.0 250.0 30.5
弥介 1.0
人名 天明３
1783
天明５
1785
天明６
（10月閏月)
1786
天明８
1788
出所）表３と同じ。
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が少なくなかった。地字名からみても，これらの日雇の居住地は，浅田家
と近い距離にある。浅田家の日雇労働の給源は，周辺地域に居住する，地
域に固着的な存在だったといえる。
以上の事実は，浅田家の日雇労働者の給源が，農家経営内の労働力であ
った可能性を示唆している。浅田家における日雇労働の就業日数は，想定
される個々人の年間労働日数よりも明らかに少ないケースが多かった。一
方日雇の就業日は，農繁期を中心としつつも，一つの時期をまるごと占有
するものではなく，労働供給側の選択の余地を残している。加えてこの労
働供給者は，地域に固着的な存在であった。日雇農業労働は，限界生産性
の低い農家経営にとって，自家農業について部分的に発生する「過剰」労
働力を，自家の農業経営と両立させながら処理しうる就業機会であったと
考えられる。その就業形態上の特色は，年雇形態とは大きく異なってい
る。農業雇用労働の検討には，雇用形態の相違を踏まえた考察が必要とな
ることが，改めて指摘されるのである。
4．おわりに
本稿は，尾高煌之助（2004）を手掛かりに，近世農村の一，二の事例か
ら，農業雇用労働に関する若干の考察を行った。尾高の示したイメージと
は異なって，幕末期畿内農村の「年雇」奉公人を雇用する農家は，農業労
働に関する限界原理に従っていたと考えられること，しかし，そこに労働
力を供給する農家の行動には，?コミュニティ原理」や「余業・日雇市場」
への関与に基づく，相対的に独自な論理が働いていた可能性があること
が，本稿の暫定的な結論である。本稿で取り上げた事例は，先進地帯とさ
れる農村に関するものであり，その一般化の可否は問題となるところであ
14）尾高（2004）も，実際に「過剰労働力」の存在を強調しているのは「後進」地帯に関してで
ある。
15）表１の生産性の差異に関する議論も，日雇労働をカウントした上で再論される必要がある。
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ろう???。天保期和泉農村の事例に明治期の三家の農家経済調査を援用した
点も，平均経営面積の差異を含め，史料の整合性の面で問題を残してい
る。また本稿はおもに「年雇」労働を対象としており，?日雇」について
は，?年雇」との雇用形態の差異を論じることに留まった。?日雇」の賃金
決定のメカニズムには議論が至っておらず，それを踏まえた両者の関係に
ついての考察も，これからの課題である???。本稿が今後の研究にとって，
一つの捨石となれば幸いである。
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 Agricultural Laborers in the“Peasant Society”
―Case Studies of Farming Villages in Early Modern Kinai―
Masayuki TANIMOTO
《Abstract》
A recent paper by Konosuke Odaka (Odaka 2004) proposed the
 
significance of researches to identify the nature of agricultural employ-
ment in prewar Japan.The aim of this paper is to make a contribution
 
to this theme by showing some micro level data from the farming
 
villages in early modern period.
Based on macro-data, Odaka finds that the wage for yearly con-
tracted agricultural laborer was as high as the average labor productiv-
ity of the agriculture. He concluded that the farming employment
 
operated not by a marginal,but by a communitarian principle.Micro
 
data of the individual farming households reveals, however, that the
 
marginal labour productivity of the employer was higher than that of
 
the peasant households that supplied the yearly contracted labourers.
The article also shows that the peasants engaged in daily agricultural
 
employment as well as other non-agricultural activities within their
 
households.Based on these findings, the article tentatively concludes
 
that,although farming employers might behave by marginal principle,
the peasant household might operate on other precepts such as com-
munitarian principle or plural-occupational strategy.
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